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株主の皆様へ

　第５２期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の営業の概況をご報告申し上げます。

当期におけるわが国経済は、公共投資が減少を続け個人消
費も引き続き低迷を続けましたが、輸出環境や企業収益の改
善を背景に民間設備投資が徐々に明るさを増したことから、
景気に持ち直しの兆しが見えてまいりました。
鉄鋼二次製品業界におきましては、公共投資の抑制姿勢は
変わらず製品需要減退の中、上期の原材料価格上昇に対し製
品への価格転嫁が進まず、収益圧縮の主因となりました。し
かしながら、下期に入り、中国での鉄鋼需要の急増に伴い、
鉄源供給の逼迫が顕在化しはじめ、製品値上げに対し、各ユー
ザーが理解する姿勢をみせはじめました。
こうした状況の中、当社の売上高も、上期と下期では様相
を異にしており、上期では公共投資の削減及び民間設備投資
の低迷等により前期と比べ減収となったものの、下期、とり
わけ第４四半期では製品の供給逼迫感から販売数量も増えそ
れに伴い販売価格も順調に上昇し前年同期と比べ増収となり、
この結果、通期売上高は１５７億８千９百万円（対前期比１．３％
増）となりました。収益面では前期に引き続き生産の効率的
運用、流通の効率化及び諸経費の削減等子会社を含めたグ
ループ全体での合理化施策を推進しましたが、原材料価格上
昇の販売価格への転嫁の遅れを取り戻すにいたらず、遺憾な
がら当期の営業利益は４億８百万円（対前期比 ３６．０％減）と
なりました。一方、受取利息及び有価証券売却益が増加する
など営業外収支が大きく好転したことにより経常利益は１４億
６百万円（対前期比２０．６％増）となり、また、当期純利益は
投資有価証券評価損が大幅に減少したことにより前期に比べ
５億６千６百万円増加し、６億６百万円となりました。
今後の見通しにつきましては、公共投資抑制傾向は継続す
ると予想され、土木向けの出荷は横這いを見込んでおります。
しかしながら港湾関連事業においてフェンス用極厚亜鉛めっ
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き鉄線等の需要が見込まれております。民間需要に関しては、
引き続き獣害柵等は一定の販売数量を確保する見込みであり、
また、首都圏再開発に伴う平成１７年３月期の年間鉄骨需要量
は３年ぶりの回復が見込まれ、ハイテク関連企業の相次ぐ国
内大型投資も当社には追い風であり高力ボルトの売上増が見
込まれます。
一方、製品価格におきましては、中国の鉄鋼需要の急拡大
に伴い平成１５年秋以降、国内の鉄源不足が深刻化してまいり
ました。鉄鉱石・非鉄金属・石炭等主要な原材料が軒並値上
り傾向にあります。現時点では、末端ユーザーにいたるまで
鉄鋼製品の値上がりは容認せざるを得ないとの認識が広がっ
ており、当社グループ製品の価格転嫁も理解を得られるもの
と考えております。
当社といたしましては、この様な状況が予想される中、販
売面では営業部門と技術サービス部が一体となって新規顧客
及び用途の開拓に全力をあげ、特に付加価値の高い特殊加工
品の販売に力を入れ増収を図りたいと考えております。また、
コスト面では、経営企画室を中心に、引き続き子会社も含め
た中で効率的な生産体制の確立、人的有効活用、諸経費の削
減等の合理化を尚一層進め業績向上に努力していく所存であ
ります。
株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援とご鞭撻
を賜りますようお願い申し上げます。

　平成１６年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
当部門は亜鉛めっき鉄線を主体としており、公共投資の継

続的な抑制に伴い、市場規模の縮小傾向は変わりなく、売上

数量・金額とも前期と比べ減少しました。収益面におきまし

ても、鋼材値上げに対し、価格転嫁が図れず採算悪化の主要

因となりましたが、平成１６年１月以降は、製品価格の値上げ

に注力しており来期以降の採算改善につながるものと考えて

おります。

以上の結果、当部門の売上高は３７億６千９百万円（対前期

比７．３％減）となりました。

普通線材製品部門
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硬鋼線、ピアノ線
当部門は自動車産業向けの硬鋼線を主体としており、当事

業年度も自動車産業向けの販売数量の維持確保はしたものの、

不採算な品種の受注を絞っており、当部門の売上高は４億４

千２百万円（対前期比１９．２％減）となりました。

硬鋼線材製品部門
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亜鉛鉄板、着色亜鉛鉄板、プリント鋼板
当部門は亜鉛（着色）鉄板を主体としており、建築物の屋

根、壁補修などに使用されますが、民間需要の低迷する一方

で一部需要家の在庫積み増し販売強化の動きがあり、亜鉛鉄

板の売上が伸びたことで、当部門の売上高は８億４千２百万

円（対前期比７．４％増）となりました。

亜鉛・着色鉄板部門
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六角高力ボルト、トルシア形高力ボルト、溶融亜鉛
めっき六角高力ボルト、カラー丁番、ステンレス丁番
当部門は、トルシア形及び六角高力ボルトを主体としてお

り、主な需要先は建設、土木業界であり、公共投資の削減及

び民間設備投資の低迷により相変わらず厳しい状況が続いて

おります。

こうした状況の中、主力の高力ボルトは製品価格是正に努

めるべく対応してきましたが、秋口までは業界全体での供給

過多の傾向が強く、若干の値上がりに止まりました。平成１５

年１０月よりの鉄源逼迫に伴い、生産縮小を余儀なくされ、生

産コストが上昇し、収益を圧迫する結果となっております。

平成１６年に入り、業界全体での需給逼迫感が切実な状況とな

り、平成１６年２月より製品への価格転嫁が急速に進み、来期

以降収益の改善が見込まれます。以上の結果、販売数量・金

額ともほぼ前期なみとなり、当部門の売上高は３７億８千３百

万円（対前期比０．８％増）となりました。

鋲 螺 ・ 丁 番 部 門
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
日亜フェンス、有刺鉄線

当部門は極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線

等を主体としており、公共投資の削減及び長引く不況の影響

を受け厳しい状況が続いております。

こうした中、河川、護岸工事用金網の材料である亜鉛アル

ミ合金めっき鉄線は当社ブランドの強みを発揮し、市場規模

の縮小傾向にもかかわらず、数量・単価とも前期の水準を維

持しており、また、獣害柵に関しても引き続き高収益性を維

持しております。しかしながら鋼材価格の上昇を十分に製品

価格に転嫁できず、全体としては増収となったものの収益面

では若干の減益となっております。尚、平成１６年以降は他部

門同様、鉄鋼製品の需給逼迫感から、当部門においても製品

価格値上げが順調に進み始めており、収益率の回復が望める

と考えております。当部門の売上高は６６億３千９百万円（対

前期比５．８％増）となりました。

特 殊 加 工 品 部 門
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株主総会

平成１５年６月２４日第５１回定時株主総会が開催され下記のと

おり報告ならびに決議されました。

記
　　　　　　　　　　自　平成１４年４月１日報 告 事 項　　　第５１期　　　　　　　　　　　営業報告書、

�
�
�

�
�
�　　　　　　　　　　至　平成１５年３月３１日

　貸借対照表及び損益計算書報告の件
本件は、上記計算書類について報告いたしました。

決 議 事 項
　第１号議案　　第５１期利益処分案承認の件

本件は、原案どおり承認可決され、当期の配当金は１株に
つき３円５０銭（中間配当金２円５０銭と合わせて通期６円）
と決定いたしました。

　第２号議案　　定款一部変更の件
本件は、原案どおり承認可決されました。
変更の主要内容は、次のとおりであります。

�旧「株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律」
第３条の２及び旧定款により、第５１期において１５１，０００株
（うち４９，０００株は前期に定款変更済）を取得し、消却いた
しました。これに伴い、現行定款第５条（株式総数）につ
いて所要の変更を行いました。

�「商法等の一部を改正する法律」（平成１４年法律第４４号）
が平成１５年４月１日に施行され、株券失効制度が創設され
たことに伴い、現行定款第７条（名義書換代理人）につい
て所要の変更を行うものであります。また、定款の定めを
もって株主総会の特別決議の定足数を緩和することが認
められたことに伴い、現行定款第１２条（決議の方法）につ
いて所要の変更を行いました。

�「商法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する
法律の一部を改正する法律」（平成１３年法律第１４９号）が平
成１４年５月１日に施行され、監査役の任期が３年から４年
に伸長されたことに伴い、現行定款第２３条（任期）につい
て所要の変更を行いました。

　第３号議案　　自己株式取得の件
本件は、商法２１０条の規定に基づき、本総会終結の時から
次期定時株主総会終結の時までに、当社普通株式１００万株、
取得価額の総額５億円を限度として取得することに承認
可決されました。

　第４号議案　　取締役７名選任の件
本件は、田中一家、竹内俊一、太田正秀、有薗文仁、長谷
川真道、梨本勝宣、増田規一郎の７氏が選任され就任いた
しました。

　第５号議案　　監査役２名選任の件
本件は、平尾　昇、長須賀文雄の２氏が選任され就任いた
しました。

　第６号議案　　ストックオプションとして新株予約権を発行する件
商法第２８０条ノ２０及び第２８０条ノ２１の規定に基づき、株主以
外の者に対して、ストックオプションとして特に有利な条
件をもって、新株予約権を発行することに承認可決されま
した。

　第７号議案　　退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件
本件は、退任取締役藤原信義氏、退任監査役松並英一、野
口雅弘の２氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社に
おける一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を
贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等
は取締役分については取締役会の決議に、監査役分につい
ては監査役の協議にそれぞれ一任することに承認可決さ
れました。

以　上　
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�　会社が発行する株式の総数 １１７，２４３，０００株

�　発 行 済 株 式 総 数 ４２，７３９，０５２株

�　当 期 末 現 在 の 株 主 数 ４，９７２名

�　大　　　　　株　　　　　主

　　転換社債の株式転換による発行済株式総数変更登記及び

　資本の額の変更登記は発生月毎に登記しております。

株　　式 （平成１６年３月３１日現在）

当社の大株主への出資状況当社への出資状況
株　　　主　　　名

議決権比率持　株　数議決権比率持　株　数

０．０２，３００２４．４８１０，１１１新日本製鐵株式会社

－－　８．６５３，５７５日 亜 興 産 株 式 会 社

－－　４．８３１，９９７株式会社ＵＦＪ銀行

－－　４．８１１，９８６日本マスタートラスト信託銀行株式会社

－－　３．３２１，３７１株 式 会 社メタルワン

０．０　９８２．８５１，１７７株 式 会 社 池 田 銀 行

－－　２．４４１，００７日本生命保険相互会社

商 業 登 記

　（注）　当社は株式会社UFJ銀行の持株会社である「株式会社UFJホー
ルディングス」の普通株式を１，５５１株（議決権比率０．０％）を所
有しております。

千株 ％ 千株 ％
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第５２期第５１期品　　名
屯

７５，２６５

４８，０６０

１２，１９５

４，１４９

５０，９８２

４４，５３１

屯

７８，３８０

４８，９２０

１４，５７５

４，２６１

６７，３７３

４２，８６３

　

鉄 線

針 金

硬 鋼 線

亜鉛・着色鉄板

鋲螺・丁番

特殊加工品

２３５，１８２２５６，３７２合　　計

第５２期第５１期品　　名
百万円

３，７７０

４４２

８４２

３，７８３

６，６３９

３１３

百万円

４，０６５

５４８

７８４

３，７５４

６，２７８

１５８

　

針 金

硬 鋼 線

亜鉛・着色鉄板

鋲螺・丁番

特殊加工品

そ の 他

１５，７８９１５，５８７合　　計

主 要 製 品 生 産 高

主 要 製 品 売 上 高

営業の概況

特　殊�
加工品�
18.9％�

針　金�
20.4％�

鉄　線�
32.0％�

硬鋼線�
5.2％�

亜鉛・着色鉄板�
1.8％�

鋲螺・丁番�
21.7％�

主要製品�
生産高�

特　殊�
加工品�
42.0％�

針　金�
23.9％�

その他�
2.0％�

硬鋼線�
2.8％�

亜鉛・�
着色鉄板
5.3％�

鋲螺・丁番�
24.0％�

主要製品�
売上高�
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平成１５年９月２６日に第３回無担保社債（�ＵＦＪ銀行保証

付および適格機関投資家限定）を発行し、１０億円の資金調達

を行いました。

当期中に実施いたしました設備投資総額は８億８千３百万

円であり、その主なものは鍍線工場の合理化及び在庫・販売

管理システムへの投資であります。

業 績 の 推 移

平成１５年度
第５２期（当期）

平成１４年度
第５１期

平成１３年度
第５０期

平成１２年度
第４９期

平成１１年度
第４８期区　　　　分

１５，７８９１５，５８７１６，３５０１８，０１８２２，７８９売 上 高 （百万円）

１，４０６１，１６６９４６１，２８４３，１９３経常利益　（百万円）

６０６４０２５１３９１１，５９０当期純利益　（百万円）

１３．７７０．６０５．８０８．８３３５．７３１株当たり当期純利益（円）

４８，７２８４７，８７２４８，４６５４７，６３８４８，５９８総 資 産 （百万円）

３０，５８５２８，１７１２８，０２９３０，４６１３０，６４８純 資 産 （百万円）

資 金 調 達 の 状 況

設 備 投 資 の 状 況

　（注）　第５１期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」を適用し
ております。
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借入先が有する当社の株式
借入金残高借　　入　　先

議決権比率持　株　数

４．８３％　１，９９７千株　　　５００百万円株式会社ＵＦＪ銀行

－－３８０株 式 会 社 東 邦 銀 行

－－３８０株 式 会 社 南 都 銀 行

－－３８０株 式 会 社 肥 後 銀 行

－－３８０株 式 会 社 山 口 銀 行

２．４４１，００７３８０日本生命保険相互会社

－－３８０明治安田生命保険相互会社

－－３８０信 金 中 央 金 庫

－－３８０兵庫県信用農業協同組合連合会

－－４６０そ の 他 ２ 行

４，０００合 計

平均勤続年数平　均　年　齢前期末増減従　　業　　員　　数

１２．８３６．０△１８２３４男　　子

４．８２６．５△　９２９女　　子

１２．０３５．０△２７２６３合　　計

　（注）　従業員数には、出向者は含まれておりません。

主 要 な 借 入 先

名 名 才 年

従 業 員 の 状 況

　（注）　平成１６年１月１日に明治生命保険（相）と安田生命保険（相）が合
併し、明治安田生命保険（相）となりました。
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貸　借　対　照　表

（注）　１．　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。
２．　有形固定資産の減価償却累計額 ９，９７６，４４７千円
３．　子会社に対する金銭債権債務
　　　　 短期金銭債権 １，３４６，６４６千円
　　　　 長期金銭債権 ３，９３９，５７０千円
　　　　 短期金銭債務 ４９８，５７０千円
４．　リース契約により使用する重要な固定資産 コンピューター関連機器他
５．　保　　　 証　　　 債　　　 務 １，４１０千円
６．　発行済株式総数
　　　　　　　　　　　　　　　　普 通 株 式 ４２，７３９，０５２株
　　自己株式数
　　　　　　　　　　　　　　　　普 通 株 式 ６９８，４４７株
７．　商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 ６８９，６３９千円

金 額科 目金 額科 目
千円

〔　　　　４，６３８，５２１〕
１，９９１，６８５
１，０２５，２１０
８４５，３７２
１２７，５７９
４５６，１９８
８４，９２９
４，９５６
１４，２９８
８８，２９１

〔　　　１３，５０３，９５４〕
５，０００，０００
３，７３８，０００
４，０００，０００
２１０，５４６
５５５，４０８

（負 債 の 部）
流 動 負 債　
支 払 手 形
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
固 定 負 債　
社 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金

千円
〔　　　１５，９３６，３９２〕

２，２４９，３６４
３，５５６，７９２
２，５２２，８９６
２，８５２，７６６
３，２６６，４２３

８，６０５
５５７，４０２
３２５，５９３
１９，３７６
１０６，１５６
３，０００
４７２，０７５

３３６
△　４，４００

〔　　　３２，７９１，６３３〕
（　　　１０，０１５，５１８）

４，０８６，６２４
２，３８２，７６７
１５，８８４
９０，９９４

２，７４０，１４４
６９９，１０２

（　　　　　　３９２，７００）
３８１，８６４
１０，８３６

（　　　２２，３８３，４１４）
１４，９８６，３７４
１，５２１，０００
１１０，０８１
４，０５３，３０５
１３，２８１
６００，０００
１３３，６４３
９３６，２７２
６１，５５５

△　３２，１００

（資 産 の 部）
流 動 資 産　
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原材料・貯蔵品
未 収 入 金
前 払 費 用
繰延税金資産
短 期 貸 付 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　
有形固定資産
建物・構築物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソフトウェア
特 許 実 施 権
投資その他の資産
投資有価証券
子 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長期前払費用
長 期 性 預 金
保 証 金
退職積立保険料
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１８，１４２，４７６負 債 合 計

〔　　　　８，６０４，０６８〕

〔　　　　８，７７２，０３２〕
８，７７２，０３２

〔　　　１２，７２３，６２２〕
６５５，１３１

（　　　１０，８１０，０００）
１０，８１０，０００
１，２５８，４９０

〔　　　　　　６８５，６４７〕

〔　　　△　１９９，８２１〕

（資 本 の 部）
資　 本　 金　

資本剰余金　
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
　別途積立金
当期未処分利益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

３０，５８５，５４８資 本 合 計
４８，７２８，０２５負債・資本合計４８，７２８，０２５資 産 合 計

（平成１６年３月３１日現在）

経理の状況
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自　平成１５年４月１日　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

至　平成１６年３月３１日

（注）　１．　記載金額は千円未満を切捨て表示しております。
２．　子会社との取引高　　売　　上　　高 １，４３４，３４７千円

仕　　入　　高 １，８１６，１５０千円
営業取引以外の取引高 ３５７，９５７千円

３．　１株当たり当期純利益 １３．７７円

金 額科 目
千円

１５，７８９，８４２

１５，３８１，１２０
４０８，７２２

　

　　　　
１，１７７，２０６

　　　　
１７９，３１５

１，４０６，６１３

４２，８４２

４４８，６８５
１，０００，７７０
５２５，０００

△　１３０，８７２
６０６，６４３
７５７，５０７
１０５，６５９

１，２５８，４９０

千円

１３，２８４，０３５
２，０９７，０８５

５６３，９１３
６１３，２９２

１２９，５１９
４９，７９５

４２，８４２

２５，４５１
８２，１４８
６５，９４９
８６，７７８
７３，５０４
５４，６８３
４，９７１
４８，５９９
６，６００

（経常損益の部）
営 業 損 益 の 部

売 上 高
売 上 原 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他 の 営 業 外 費 用
経 常 利 益

（特別損益の部）
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
棚 卸 資 産 評 価 損
退職給付会計基準変更時差異
過去勤務債務一括償却損
役 員 退 職 慰 労 金
出 資 金 評 価 損
そ の 他 特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

損 益 計 算 書
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重要な会計方針
１．　有価証券の評価基準及び評価方法

�　子会社株式
　　移動平均法による原価法
�　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

２．　棚卸資産の評価基準及び評価方法
�　製品、原材料、仕掛品
　　移動平均法による原価法
�　貯蔵品
　　最終仕入原価法

３．　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　時価法

４．　固定資産の減価償却方法
�　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降取得した建
物（附属設備を除く）は定額法によっております。

�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては
社内における利用期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

５．　繰延資産の処理方法
�　社債発行費
　　支出時に全額費用として処理しております。

６．　引当金の計上の理由及び額の算定方法
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し回収不能見込額を計上しております。

�　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しておりま
す。

�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
会計基準変更時差異（３６７，５２３千円）については、５年による按分額を費
用処理しております。
過去勤務債務（５４，６８３千円）については、一括にて費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

７．　リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

８．　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

９．　当期より「商法施行規則の一部を改正する省令（平成１５年９月２２日　法務省令
第６８号）」に基づき、改正後の商法施行規則の規定に基づいて計算書類等を作成
しております。

　　また、改正後の商法施行規則第１９７条第１項の規定に基づき、一部財務諸表等規
則の定めによっております。
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（注）平成１５年１２月１２日に　１０５，６５９，７８８円（１株につき２円５０銭）の中間
配当を実施いたしました。

円
１，２５８，４９０，５２７　　当 期 未 処 分 利 益

１，２５８，４９０，５２７　　合 計

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す。

１４７，１４２，１１８　　

２５，０００，０００　　

１００，０００，０００　　

９８６，３４８，４０９　　

株 主 配 当 金
（１株につき３円５０銭）

役 員 賞 与 金
（監査役分２，１００，０００円を含む）

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分
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田 中 一 家　　代表取締役社長

竹 内 俊 一（管 理 本 部 長）
代 表 取 締 役

専 務 取 締 役

太 田 正 秀（技 術 本 部 長）常 務 取 締 役

長谷川　真　道（製 造 本 部 長）取 締 役

梨 本 勝 宣（興国鋼線索�代表取締役社長）取 締 役

有 薗 文 仁（滋賀ボルト�代表取締役社長）取 締 役

増　田　規一郎（新 日 本 製 鐵 � 取 締 役）取 締 役

平 尾　 昇（常　　　　　勤）常 任 監 査 役

長 谷 次 雄監 査 役

長須賀　文　雄監 査 役

（注）１．平成１５年６月２４日開催の第５１回定時株主総会終結の時をもって、取締役
藤原信義氏、監査役　松並英一氏は任期満了となり、また、監査役　野
口雅弘氏は辞任されました。

　　　　　増田規一郎氏が新任取締役、平尾昇、長須賀文雄両氏は新任監査役とな
りました。

　　　２．平成１６年３月１日付をもって、取締役　有薗文仁氏は滋賀ボルト�代表
取締役社長に就任となりました。

　　　３．平成１６年４月１日付をもって、代表取締役社長　田中一家氏は代表取締
役会長、代表取締役専務取締役　竹内俊一氏は代表取締役社長、取締役
梨本勝宣氏は専務取締役、取締役　長谷川真道氏は常務取締役に就任と
なりました。

役　　員 （平成１６年３月３１日現在）

株 主 メ モ
○決　算　期　日　　毎年 3月 31 日

○定時株主総会　　毎年 6月

○株式名義書換

　　名義書換代理人　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　同事務取扱場所　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　　　　　　　　　　本社証券代行部

　　　　　　　　　　　電話　０１２０‐２５５‐１００

　　基　　準　　日　毎年 3月 31 日。その他必要あるときはあらかじめ

公告して基準日を定めます。

○公告掲載新聞名　日本経済新聞

○上場証券取引所　東京・大阪市場第 1部
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本社・工場・支店及び営業所

尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本社（工　場）

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本社（事務所）

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083第 二 工 場

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 9482

〒 660-0083鋲 螺 工 場

室蘭市仲町 47 番地
�（0143）45 － 0275

〒 050-0087室 蘭 工 場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

東京都千代田区丸の内 1丁目 8番 1号
丸の内トラストタワーN館 17 階
�（03）3213 － 9521

〒 100-0005東 京 支 店

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北海道営業所

仙台市青葉区一番町 2丁目 8番 15 号
太陽生命仙台ビル 9階
�（022）266 － 5611

〒 980-0811東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名古屋営業所

新潟市東大通 1丁目 4番 2号
新潟三井物産ビル 3階
�（025）244 － 4050

〒 950-0087新 潟 営 業 所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

那覇市泉崎 2丁目 103 番地 4
沖縄県タクシー協会会館 3階
�（098）833 － 6570

〒 900-0021沖 縄 営 業 所

（注）当期より、日本経済新聞に掲載する決算公告に代えて貸借対照表及び
損益計算書の開示は当社ホームページ（http://www.nichiasteel.co.jp/）に
よることとさせていただきました。




